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地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第２項の規定

による行政監査を実施したので，同条第９項の規定による監査の結
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１ 監査を執行した監査委員名

下 隆 明

髙 田 幸 男

助 川 忠 弘

中 島 俊

２ 監査の種類

地方自治法第１９９条第２項の規定による行政監査

３ 監査の期間

平成２８年１１月１日から平成２９年２月２８日まで

４ 監査の対象

(1) 対象事務

図書館の管理運営について

(2) 対象部署

教育委員会生涯学習部図書館

５ 監査対象の選定目的と理由

近年の少子高齢化や情報通信手段の発展など社会環境が大きく

変化する中，図書館は市民が必要な情報を迅速かつ確実に提供す

る情報拠点としての役割を担い，多様化する市民ニーズに対応し

たより質の高いサービスの提供が求められている。

本市の図書館は，昭和２９年４月の「柏町立図書館」に始まり，

移動図書館や分館の整備を経て，現在は柏市立図書館（本館）及

び１７分館の体制で運営している。

平成２０年３月には「新中央図書館」整備基本計画を策定した

が，厳しい財政状況等を踏まえた見直しの結果，新たな施設整備

は行わず，現在の１８館体制を活用し，図書館サービスの充実を

図ることとした。

柏市第五次総合計画（以下「総合計画」という。）での重点目

標の一つである「地域の魅力や特性を活かし，人が集う活力あふ

れるまち」を実現するためには，市民が図書館の活用による情報
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収集等を通じて身に付けた知識や技能を地域で活かし，複雑かつ

多様化する地域課題の解決に取り組んでいくことが必要となるこ

とから，図書館のサービス内容等を検証し，今後の管理運営に資

することを目的として監査を実施した。

６ 着眼点

(1) 総合計画の重点事業の進捗状況

総合計画に位置付けられた役割に基づく重点事業の進捗は適

正か。

(2) 手段の最適化

ア 施設の管理状況について

(ｱ) 施設の管理は法令等に基づき適正か。

（安全対策：地震，防火，防犯など）

(ｲ) 施設・整備は利用者に配慮されているか。

（障害者，高齢者，乳幼児等への配慮）

(ｳ) 施設の安全性は確保されているか。

（施設の定期点検の状況や安全対策など）

イ 施設の運営状況について

(ｱ) 利用者の利便性が考慮されているか。

（開館時間や休館日，貸出・返却方法など）

(ｲ) 蔵書の管理は適正に行われているか。

（図書等の選定，購入，除籍など）

ウ 施設の利用状況について

(ｱ) 利用促進に向けた取組がなされているか。

(ｲ) 市民ニーズの把握に努め，サービスの提供に反映してい

るか。

(ｳ) 利用者のプライバシーの保護に配慮しているか。

(ｴ) 他の関連機関との広域的な連携や協力は図られているか。

(ｵ) 公共性，経済性を考慮した管理運営がなされているか。

７ 監査の方法

(1) 対象部署からの資料提出及び監査事務局による事前調査

(2) 監査委員による現地確認及び関係職員からの事情聴取
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（ 出 典 ）「 柏 市 第 五 次 総 合 計 画 」 を 基 に 監 査 事 務 局 が 作 成 。

(3) 監査事務局による事後の補足調査

８ 総合計画での位置付け

総合計画の重点目標の一つである「地域の魅力や特性を活かし，

人が集う活力あふれるまち」を実現するため，総合計画の前期基

本計画（平成２８年度～平成３２年度）では，基本構想に掲げる

将来都市像や重点目標の達成に向けた実現手段として，次の取組

を重点的に推進するとしている。

９ 図書館の概要

(1) 施設の概要

市では，図書館法第１０条の規定に基づき，柏市立図書館条

例により柏市立図書館（本館）及び１７分館を設置している。

重 点 目 標 3 地 域 の 魅 力 や 特 性 を 活 か し ， 人 が 集 う 活 力 あ ふ れ る ま ち

施 策 4-3 地 域 や 社 会 の 課 題 に 対 応 し た 生 涯 学 習 の 推 進

施 策 の 実 現 に

よ っ て 目 指 す

市 の 姿

（ 施 策 の 方 針 ）

市 民 の 誰 も が ， い つ で も ， ど こ で も ， 自 由 に 学 習 す る こ と が

で き ， さ ら に ， そ の 学 習 成 果 を 地 域 に お け る 課 題 解 決 等 に 役

立 て て い て ， 暮 ら し や す い 地 域 社 会 が 形 成 さ れ る と と も に ，

自 分 達 の 住 む 地 域 に 愛 着 を も っ て い る 。

重 点 取 組 2 地 域 と 人 を つ く る 図 書 館 の 推 進

取 組 内 容

地 域 課 題 を 解 決 し ， 地 域 で 活 躍 す る 市 民 を 増 や す た め ， 地 域

の 課 題 を 知 り ， そ の 対 処 法 に つ い て 考 え ら れ る 資 料 を 充 実

し ， レ フ ァ レ ン ス サ ー ビ ス （ 調 査 相 談 ） 等 の 情 報 提 供 機 能 を

強 化 す る 。 ま た ， 知 識 を 地 域 で 活 用 で き る よ う ， 交 流 型 の 読

書 会 や 学 習 会 を 開 催 す る 。

重 点 事 業

（ 実 現 手 段 ）
1 市 民 の 「 知 り た い 」 に 応 え る 図 書 館 づ く り の 推 進

施 策 の 進 捗

を 測 る 指 標

指 標 図 書 館 ボ ラ ン テ ィ ア 登 録 者 数

基 準 値 343 人 (平 成 27 年 度 値 )

施 設 名 称 柏 市 立 図 書 館 （ 本 館 ）

所 在 地 柏 市 柏 五 丁 目 8 番 12 号

開 館 年 月 日 昭 和 51 年 3 月 31 日

敷 地 面 積 2,23 4 ㎡

延 床 面 積
2,005 ㎡

※ そ の 他 別 棟 保 存 書 庫 200 ㎡

職 員 配 置

(H 2 8 . 4 . 1 現 在 )

正 職 員 20(1 1)人

臨 時 職 員 22( 8)人

（ 出 典 ） 監 査 資 料 を 基 に 監 査 事 務 局 が 作 成 。
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※ 正 職 員 は ， 再 任 用 職 員 を 含 む 。 ( )内 は ， う ち 有 資 格 者 数 (司 書 )。

分 館 名 称
延 床 面

積
開 館 年 月 日

職 員 配 置 (H 2 8 . 4 . 1 現 在 )

正 職 員 臨 時 職 員

豊 四 季 台 分 館 198 ㎡ 昭 和 49 年 10 月 22 日 1( 0)人 8( 1)人

田 中 分 館 172 ㎡ 昭 和 54 年 5 月 1 日 5( 2)人

西 原 分 館 105 ㎡ 昭 和 54 年 5 月 1 日 5( 0)人

南 部 分 館 191 ㎡ 昭 和 54 年 5 月 1 日 6( 1)人

布 施 分 館 196 ㎡ 昭 和 55 年 5 月 21 日 6( 0)人

永 楽 台 分 館 132 ㎡ 昭 和 55 年 5 月 21 日 6( 0)人

増 尾 分 館 168 ㎡ 昭 和 57 年 1 月 12 日 6( 1)人

光 ケ 丘 分 館 187 ㎡ 昭 和 57 年 5 月 19 日 11 (1 )人

新 富 分 館 165 ㎡ 昭 和 57 年 5 月 14 日 5( 2)人

高 田 分 館 137 ㎡ 昭 和 58 年 4 月 16 日 5( 1)人

根 戸 分 館 118 ㎡ 昭 和 58 年 4 月 12 日 5( 0)人

新 田 原 分 館 110 ㎡ 昭 和 59 年 10 月 6 日 6( 1)人

松 葉 分 館 205 ㎡ 昭 和 62 年 10 月 3 日 10 (2 )人

藤 心 分 館 147 ㎡ 昭 和 62 年 10 月 17 日 5( 1)人

沼 南 分 館 380 ㎡ 昭 和 53 年 4 月 1 日 5( 0)人

高 柳 分 館 127 ㎡ 平 成 7 年 5 月 10 日 4( 1)人

こ ど も 図 書 館 473 ㎡ 平 成 20 年 8 月 8 日 2( 2)人 5( 1)人

分 館 小 計 3(2)人 103 ( 15 )人

本 館 ・ 分 館 合 計 23 (13 )人 125 ( 23 )人

（ 出 典 ）「 平 成 ２ ７ 年 度 図 書 館 年 報 」

（ 出 典 ） 監 査 資 料 を 基 に 監 査 事 務 局 が 作 成 。
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(2) 施設の管理状況について

ア 施設における安全対策

本館 は築４ ０年 以上が 経過し 老朽化 が進ん でい るが， 建

物・各設備の定期点検を実施し，修繕計画に基づく施設の補

修工事等を実施している。その他，防災訓練の実施や，ＡＥ

Ｄ（自動体外式除細動器），防犯ミラーの設置等による対策

がとられている。別棟の保存書庫においては，安全対策が不

十分な状況が見られた。

イ 障害者，高齢者，乳幼児等への配慮

本館では，多目的トイレやベビーベッドを設置し，館内に

は点字ブロックが整備されている。正面入口までの段差解消

にはスロープを設置している。また，車椅子，老眼鏡・拡大

鏡の貸出しも行っている。

(3) 施設の運営状況について

ア 開館時間及び休館日

各館の開館時間及び休館日は，次のとおりである。

施 設 名 開 館 時 間 休 館 日

柏 市 立 図 書 館

（ 本 館 ）

9 時 30 分 ～ 17 時

（ 火 ・ 土 ・ 日 曜 日 ，

祝 日 ・ 休 日 ）

9 時 30 分 ～ 19 時

（ 祝 日 ・ 休 日 以 外 の

水 ・ 木 ・ 金 曜 日 ）

月 曜 日 （ 祝 日 ・ 休 日 を

除 く ）

年 末 年 始

特 別 整 理 期 間

た だ し ， 豊 四 季 台 分 館 ，

こ ど も 図 書 館 を 除 く 分 館

は ， 第 ３ 月 曜 日 が 祝 日 ・

休 日 に 当 た る 場 合 は 休 館

沼 南 分 館

高 柳 分 館

こ ど も 図 書 館

9 時 30 分 ～ 17 時

上 記 以 外 の 分 館 10 時 ～ 17 時

イ 貸出手続き

図書館資料の貸出しは，個人貸出しと団体貸出しに区分さ

れる。個人貸出しは，市内に在住・在勤・在学している者，

又 は 県 内 近 隣 自 治 体 （ 我 孫 子 市 ・ 印 西 市 ・ 鎌 ヶ 谷 市 ・ 白 井

市・流山市・野田市・松戸市）に在住している者，団体貸出

しは，市内の官公署，学校，社会教育関係団体その他の団体

（ 出 典 ） 監 査 資 料 を 基 に 監 査 事 務 局 が 作 成 。
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が対象である。貸出しにあたっては，利用者登録により，本

館・分館共通の利用カードが交付される。

ウ 貸出期間の延長

返却期限日を過ぎていない図書館資料で，予約の入ってい

ない資料は１回に限り，手続きの日から貸出期間を２週間延

長することができる。ただし，返却期限日を４週間過ぎても

返していない図書館資料がある場合は，新たな貸出し，借り

ている資料の貸出延長はできない。

エ 返却手続き

図書館資料の返却は，図書館本館及び全分館のいずれかに

持参して，開館時間中はカウンターにて返却する。閉館時は

返却ポスト（館によって利用時間等が異なる）を利用するこ

とができる。

オ 図書館資料の選定・購入

図書館資料の選定は，選定会議において，「柏市立図書館

資料収集方針」に基づき決定する。過去３年間における資料

の購入状況は，次のとおりである。

平 成 25 年 度 平 成 26 年 度 平 成 27 年 度

図 書
数 量 31,6 95 冊 30, 7 4 3 冊 28 ,9 5 7 冊

金 額 49, 8 16 , 8 0 5 円 49 ,7 2 5 , 8 1 9 円 49 ,8 4 5 , 4 9 2 円

視 聴 覚

資 料

Ｃ Ｄ
数 量 95 点 10 4 点 27 6 点

金 額 379, 84 8 円 36 0, 4 4 5 円 75 6, 2 9 4 円

Ｄ Ｖ Ｄ
数 量 24 点 50 点 49 点

金 額 354, 90 0 円 47 2, 5 8 6 円 53 5, 1 5 4 円

カ 図書館資料の除籍

蔵書点検の結果，汚損，破損が激しく補修不可能な資料や，

３年以上所在不明となったもの等は，柏市立図書館資料除籍

基準により，資料の除籍を行う。

区 分 資 料 の 種 類 貸 出 数 量 貸 出 期 間

個 人 貸 出 し
図 書 ・ 雑 誌 ・ 紙 芝 居 1 人 に つ き 10 冊 ま で

2 週 間
視 聴 覚 資 料 1 人 に つ き 2 点 ま で

団 体 貸 出 し 図 書 ・ 雑 誌 ・ 紙 芝 居 1 団 体 に つ き 200 冊 ま で 1 か 月

（ 出 典 ） 監 査 資 料 を 基 に 監 査 事 務 局 が 作 成 。

（ 出 典 ） 監 査 資 料 を 基 に 監 査 事 務 局 が 作 成 。
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キ 未返却資料への対応

返却期限を過ぎた資料については，電話又はメール・ハガ

キ・封書による督促を実施し，なお未返却で緊急性のある場

合は訪問による督促を行っている。

ク 蔵書の盗難防止対策

本館では，職員が館内の見回りを適宜行っている。また，

本館及び豊四季台分館に防犯ミラーを設置し，盗難防止に努

めている。

盗難防止に有効なＢＤＳ ※（ブックディテクションシステ

ム）は設置されていない。

(4) 施設の利用状況について

ア 利用状況

過去５年間における蔵書及び利用状況の推移は，次のとお

りである。

平 成 23 年 度 平 成 2 4 年 度 平 成 2 5 年 度 平 成 2 6 年 度 平 成 2 7 年 度

蔵 書 数

(冊 )

一 般 書 603, 14 9 59 6 , 1 7 2 59 3 , 2 8 4 59 5 , 2 8 5 60 4 , 5 1 7

児 童 書 32 4, 91 6 31 7 , 0 7 5 31 3 , 8 2 7 31 3 , 6 3 9 31 7 , 1 3 6

合 計 928, 06 5 91 3 , 2 4 7 90 7 , 1 1 1 90 8 , 9 2 4 92 1 , 6 5 3

貸 出

冊 数

(冊 )

一 般 書 1,46 8, 1 1 5 1, 3 9 7 , 1 8 0 1, 3 0 5 , 8 5 4 1, 2 9 4 , 7 9 8 1, 2 9 2 , 6 0 3

児 童 書 83 1, 39 9 80 5 , 6 2 1 76 8 , 8 1 6 74 6 , 2 8 1 76 7 , 3 6 6

合 計 2,29 9, 5 1 4 2, 2 0 2 , 8 0 1 2, 0 7 4 , 6 7 0 2, 0 4 1 , 0 7 9 2, 0 5 9 , 9 6 9

利 用 者 数 (人 ) 66 4, 2 2 4 64 2 , 5 4 7 61 2 , 4 7 2 61 6 , 6 0 4 65 0 , 5 6 8

登 録 者 数 (人 ) 93, 7 4 4 91 , 0 3 0 88 , 1 1 5 85 , 2 0 4 82 , 1 2 9

イ 各種サービスについて

(ｱ) リクエストサービス

所蔵資料に対する予約，及び未所蔵資料の提供依頼をリ

クエストサービスとして受け付けている。所蔵資料の予約

は，図書・雑誌は１０冊，視聴覚資料は２点までとし，Ｏ

ＰＡＣ（館内用蔵書検索機）やインターネット端末からも

※ Ｂ Ｄ Ｓ 資 料 に Ｉ Ｃ タ グ を 装 備 し ， 貸 出 手 続 き の 済 ん で い な い 資 料 を ゲ ー ト の 外 に 持 ち

出 す と 警 告 す る シ ス テ ム

（ 出 典 ） 監 査 資 料 を 基 に 監 査 事 務 局 が 作 成 。
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予約が可能である。

(ｲ) 相互貸借

リクエストされた資料が未所蔵の場合に，県内の公共図

書館，県立図書館，国立国会図書館との相互貸借により，

資料を提供している。

(ｳ) レファレンス

調査・研究・学習のために必要な資料・情報を求める利

用者に対して，職員が図書館資料等に基づく関連資料及び

情報を提供している。

(ｴ) 障害者サービス

市内に在住し，身体障害，ねたきりの状態等の理由で来

館が困難な利用者には，郵送等による図書館資料の貸出し

を行う。１人につき図書は１０冊，視聴覚資料は各３点ま

でとし，貸出期間は１か月以内とする。

(ｵ) 児童サービス

児童を対象におはなし会や本の展示，ブックリストの配

布を行い，また，乳幼児に絵本を贈るブックスタート事業

を実施している。

(ｶ) その他

読書普及活動として，図書館まつり，知的書評合戦（ビ

ブリオバトル），各種講演会等を実施している。また，市

内の学校・大学との連携により読書活動の推進を行ってい

る。その他，本館内のプラネタリウムにて視聴覚教育の一

環として投影を実施している。

１０ 監査の結果

監査の結果，とくに次の事項については，「監査の結果等の取

扱い要領」に定める指摘事項に該当するものと判断した。図書館

行政が数年来発展性がなく停滞し続ける状況を危惧し，図書館の

管理運営に係る総括的な指摘事項を (1)， 続いて個々の事務等で

適正を欠き早急な対応が必要な事項を (2)(3)に記載する。
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【指摘事項】

(1) 図書館の管理運営の最適化について

市では，平成２０年３月「新中央図書館」整備基本計画（以

下「整備基本計画」という。）を策定し，建設候補地としてい

た再開発事業と調整を行いながら検討を進めてきたが，再開発

事業の方針変更による事業の遅れから，平成２４年度開館を見

込んでいた整備基本計画との開きが生じ，予定していた事業の

財源確保が困難となった。また，市の財政状況も厳しいことか

ら，平成２２年１１月に整備基本計画に基づく施設建設の中止

を決定した。その後の図書館の方向性について検討した結果，

新たな施設整備は行わず，現在の１８館体制を活用し，サービ

スの充実を図ることとした。

そこで，当該整備基本計画に盛り込んだ図書館運営のあり方

を可能な限り実現できるよう，総合計画では図書館の重点取組

を「地域と人をつくる図書館の推進」とし，市民が図書館活用

による情報収集，学習の機会等を通じて身に付けた知識や技能

を地域で活かし，複雑かつ多様化する地域課題の解決に取り組

んでいかれるよう支援していくことを目指している。

本監査では，総合計画に位置付けられた役割に沿った図書館

サービスを提供し，効率的な管理運営を行っているか，手段の

最適化に着眼した。

総合計画の重点事業の進捗状況（平成２８年１０月末現在）

を確認したところ，所管部署から次のとおり回答があった。
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これらの事業の進捗状況について，図書館の利用促進に向け

た個別の事業として，知的書評合戦（ビブリオバトル）や市民

読書交流会等の実施は一定の効果は認められるものの，「地域

と人をつくる図書館の推進」との目標達成には程遠い状況であ

る。

また，公共図書館サービスは市民全員が平等に利用できるよ

う整備することが肝要であるが，図書館サービスが届きにくい

地域への対応について，所管部署ではインターネット環境の利

用促進を図る一方，分館機能を活用したいとの意向であった。

しかしながら，並行して，分館を図書館資料の保存書庫として

利用したいという思惑も見られ，市内に点在する１７館もの分

館の活用方法については，目指す方向が定まっておらず，利用

（ 出 典 ） 監 査 資 料 を 基 に 監 査 事 務 局 が 作 成 。
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価値のある財産を無駄にしている。

これらの状況は，新中央図書館の計画中止から今日に至るま

で，建物の老朽化が進み，手狭な図書館本館の現状だけを理由

として所管部署が積極的な対応を行わないばかりか，目標を達

成するための体制や具体策も整っていないことに起因している。

所管部署は現在の危機的状況を再認識し，今後の公共図書館

の在り方や方向性を明確にし，体制を整えた上で目標の実現に

向け取り組むべきである。具体的には，職員の専門性の向上，

利用状況やアンケート等から得る市民ニーズの施策への反映，

行政目線の枠を超えた柔軟な発想による企画，指定管理者制度

導入の検討などが，今後の管理運営に有効な手段と考えられる。

長く停滞した図書館行政からの脱却を図り，市が目指す「地

域と人をつくる図書館」の実現に向かって，有効かつ効率的な

管理運営に努められたい。

(2) 施設の安全対策の強化について

本件は，図書館本館の別棟の保存書庫において，防災上の観

点から不適切な状況が見られた事案である。

当該保存書庫は閉架書庫として，利

用者からの請求により職員が保存する

図書を出し入れしている。現在，約５

万冊を収容している上，空調設備がな

いことから，資料の劣化が進んでおり，

保存スペースの狭あいさと劣悪な保存

環境が図書館の長年の課題となってい

る。

施設の現地調査を行ったところ，保

存書庫では，書架間の全ての通路に，

書架に入りきらない図書を詰めたダン

ボール箱が置かれ，さらに保存書庫内

の出入口に通じる避難通路も同様の状

況であった。 避 難 通 路 （ 上 写 真 ） 及 び

他 の 通 路 （ 下 写 真 ） の 状 況
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火災予防条例第４０条第１号では「避難のために使用する施

設の床面は，避難に際し，つまづき，すべり等を生じないよう

に常に維持すること。」と定めており，ダンボール箱が避難の

妨げになる恐れがあり不適切な状況であると言わざるを得ない。

当該保存書庫は人が常駐して作業する場所ではないものの，地

震や停電が発生した場合に備え，避難時の危険要因となる障害

物は速やかに撤去し，安全な避難通路を確保されたい。

また，施設の安全対策について確認したところ，防災訓練や

館内の巡回等は実施しているものの，よりどころとなる危機管

理マニュアルは東日本大震災以前の平成２２年度に作成した以

降，一度も見直しが行われていない。図書館本館は築４０年以

上の老朽化施設であり，特に図書館という性質上，書架の倒壊

や書架からの資料の落下により利用者等に被害を及ぼす危険性

が高く，地震対策は図書館にとって極めて重要な取り組むべき

課題の一つである。東日本大震災等から得た教訓を参考に，地

震のみならずあらゆる危機への対応を平時から意識し，実践的

なマニュアルの整備や体制づくりなど安全対策の強化に取り組

まれたい。

(3) 図書購入業者との契約の適正化について

書籍等の著作物は，例外的に独占禁止法の適用が除外される

著作物再販適用除外制度によって，定価販売が認められている。

どの業者から購入しても同価格であることから，競争入札に適

しないものとして，随意契約により図書を購入している。

購入に当たっては，市民ニーズ等に応えるための図書の安定

的な整備を基本に，地域経済の振興促進や市内業者の育成の観

点から，発注先を市内業者に限定している。併せて，発注に当

たっては，ブックカバーやラベル等を貼付する装備を施し，定

価で納入する条件を課している。これにより，市内業者のうち，

これらの条件下で納入が可能であるとしているのは現行５業者

のみである。発注の配分は，業者の納品率 ※，装備能力，立地

※ 納 品 率 発 注 数 に 対 す る 実 際 の 納 品 数 の 割 合
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条件に加え，業者間の均等性も考慮して，各業者が本館又は各

分館のいずれに納品するかを年度当初に決定している。

過去３年間における市内５業者からの図書購入状況は次のと

おりである。なお，直販や自費出版など５業者が取り扱ってい

ない図書は，その他の出版・販売業者より別途購入している。

平 成 25 年 度 平 成 26 年 度 平 成 27 年 度

購 入 金 額 (円 ) 比 率 (％ ) 購 入 金 額 (円 ) 比 率 ( ％ ) 購 入 金 額 (円 ) 比 率 (％ )

業 者 Ａ 11,6 08 , 1 7 9 24 . 6 11 , 6 6 6 , 7 7 1 24 . 7 10 , 2 6 2 , 8 0 8 22 . 5

業 者 Ｂ 10,4 98 , 4 2 3 22 . 3 10 , 7 7 8 , 1 8 8 22 . 9 11 , 0 8 5 , 9 7 0 24 . 3

業 者 Ｃ 8,15 6, 0 3 2 17 . 3 7, 7 2 9 , 0 1 9 16 . 4 7, 2 0 8 , 6 7 8 15 . 8

業 者 Ｄ 9,05 7, 9 7 1 19 . 2 9, 2 7 4 , 3 3 0 19 . 7 9, 8 3 3 , 1 1 2 21 . 5

業 者 Ｅ 7,83 2, 8 1 6 16 . 6 7, 6 6 7 , 3 0 4 16 . 3 7, 2 6 7 , 7 3 4 15 . 9

合 計 47,1 53 , 4 2 1 10 0 . 0 47 , 1 1 5 , 6 1 2 10 0 . 0 45 , 6 5 8 , 3 0 2 10 0 . 0

この表を見ると，業者Ａ及びＢからの購入が多いことがわか

り，その理由について所管部署へ説明を求めたところ，納品率

や装備能力の差が原因であるとのことであった。また，業者と

の契約については，年度開始前に実施する書店説明会において，

納入条件や各業者の発注配分を図書等納入仕様書に基づき説明

の上，業者に発注していくとのことであった。

しかしながら，本監査の現地での事情聴取では，図書の購入

が特定の業者に偏っている現状について，各業者の発注配分の

決定に至る経緯やその判断基準が明確に示されなかったため，

業者との契約において公正性，透明性が確保されているかとい

う点については十分に理解できたとは言えない。

さらに，書店説明会における市及び業者双方の合意内容を示

す協定書等が取り交わされていないことが判明した。書面作成

は私法上の契約成立の条件ではないが，図書の発注は年度中に

複数回行われることを前提としている以上，トラブル回避のた

め双方の合意内容を明らかにした書面を残しておくべきである。

業者との契約に当たっては，小さな疑念さえ持たれることが

ないよう常に公正性，透明性の確保を念頭に置き，併せて，市

（ 出 典 ） 監 査 資 料 を 基 に 監 査 事 務 局 が 作 成 。
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民への説明責任の観点からも，適正な契約手続き等の実施を徹

底されたい。

指摘事項については以上のとおりである。本監査の結果に基づ

き措置を講じたときは，その旨を速やかに監査委員に報告された

い。

また，事務処理上改善すべき軽易な事項等については，監査の

期間中に口頭により注意，指導を行ったところであるが，図書の

貸出業務については，限りある人材のもとで適切なサービスが提

供されているものと認められた。
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